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  合築とは 、利用目的 の 異なる 公共施 設を複合

化、併設す る ことであ る 。

  豊か で安心できる地域社会をつ くる ため に は 、

住民が 高齢者施 設等の 社会福祉施 設や 育児施

設を、身近 に 利用できる よう環境整備をして い く

ことが 望 ましい 。しか しなが ら、わ が 国の とりわ け

大都市部に お い て は 、バブル期に は 地価高騰や

用地難を背景 に 、最近 では 自治体の 緊迫した財

政事情か ら、住民サ ービスの た め の 施 設用地の

確保が 困難に なって い る 。

そ の た め 、用地難を解消す る ととも に 、住民

サ ービスの 向上や 世代間交流をは か る 目的 で、

新たに 建物を建築す る 際や 建替えの 際に 、単一

機能では なく、多機能複合型 の 施 設整備を行う

事例が 増加して い る 。また、都心区や 過 疎化地

域で、廃校に なった教育施 設を一部改築し、体

験学習、公民館、高齢者福祉施 設へ と転用して

い る事例が 数多くあ る i。

これ は 少子高齢化の 進 展に より、学校に 余 裕

教室iiが 生じる一方で、特別養 護老人 ホームなど

の 高齢者施 設の 不足と、待機者数の 増加が 深刻

化して い る ため であ る 。

スウェーデ ンや デ ンマー クでは 、高齢者住宅を

駅前などまちなか の 便利な地域に 建設、周辺に

子育て 世代が 住め る 住宅を配置し、近 くに 住む

子世帯が 訪れ や す い ような計画をしたり、内部の

レストランを地域開放す る試みも行わ れ て い る 。

少子化や 核 家族化が 進 展す る なか では 、多世

代交流に よって 、子ども に 多様 な価値 観を身に

つ け させ 、社会性を養 う必要性が 叫ば れ て い る

ため 、こうした多機能複合型施 設の 設置、教育施

設の 地域へ の 開放は 、時代の ニー ズ に 即応した

取組みと言える の では ない だ ろ うか 。

実際の 合築事例に は どの ようなタ イプが あ る の だ

ろ う。ここでは 合築事例に つ い て の 類 型化を試みた

い 。図 表－ １は 東京都下の 各市町村の 合築、余裕

教室の 活用事例であ る 。まず 、合築に は 、① 新築

時や 建替え時期に 、当初か ら計画的 に 盛り込まれ

たもの と、② 単一機能に余裕が 生じて きたため 、転

用が 行わ れ る とい った複合機能化の 時期に よる分

類 が あ る。

次に施 設の 機能区分に着目す る と、合築事例に

含まれ る複合機能で、最も多い の は 在宅サ ービス

セ ンタ ー であ る 。機能面の 組合せ では 、① 在宅

サ ービスセ ンタ ーなどの 高齢者福祉施設と保育園、

学校、児童施 設の 複合化が 最も多く、その ほ か ②

高齢者住宅と保育園、③ 高齢者福祉施 設とその 他

福祉施設の合築による多様なサービス提供
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（障害者施 設、集会施 設、保健相談所、図 書館な

ど）に分類 され る 。

また、同一敷地や 建物の なか での 機能配置に着

目す る と、① 同一敷地で平面分離をす る 、  ② 同一

建物で上下階等に階層分離をす る、また、① と② の

混合型 も見受けられ る 。

さらに 、土地の 所有、事業運営主体に着目す ると、

① 公設公営（公的 セ クタ ー が 土地、建物を所有し、

運営も公的 セ クタ ー が 行う） 、② 公設民営（公的 セ

クタ ー が 土地、建物を所有し、民間の 社会福祉法

人 へ の 委託や 、民間企業へ の 一括貸しを行う） 、

③ 民設民営（社会福祉法人 や 企業など民間セ ク

タ ー が 土地、建物を所有し、民間が 運営を行う、一

部、公的 セ クタ ーか らの 委託事業を行う）とい った分

類 が あ る。

合築や 余裕教室の 活用に 関し、これ まで 各省

庁、自治体で検討が行わ れ て きて い る 。

東京都は 1989年に まとめ た 緊急対策で 、保育

園な どに 高齢者施設を併設す る 際、社会福祉法人

が用地取得を行う、借地に新た に建設す る 際に 、

補助率を引き上げ る 方針を出した 。 1991年に は 、

建設省が 「官公庁施設の 高度利用に 対す る 検討委

員会」を設置、利用目的の 異な る 行政施設と福祉

施設な ど の 合築を検討し、郵政省は 「郵便局と

社会福祉施設の 合築研究会」（1992年3月）に お い

て 、全国に 24,000あ る 郵便局を郵政事業の 拠点の

みならず 、国民共有の 財産として位置づ け 、高

齢者福祉セ ンタ ーな どの 社会福祉施設と一体化し

て建設す る ことが 望ましい と提言して い る 。

最近 では 、建設省が 公的賃貸住宅と、子育て支

援施 設や デ イサ ービスセ ンタ ー等の 社会福祉施 設

を一体的 に整備す る際に は 、建設工事費の 一部を

補助対象に す るため 、約 23億円の 予算枠を組んだ。

文部省は 余裕教室の 活用を図 る際の 計画策定

や 、実施 に つ い て の 基本 的 な考 え方、留意点をまと

め た「余裕教室活用方針 」（1992年）を示し、 1997年

に は 、余裕教室の 活用を行う場合の 財産処分手続

きの 簡素 化、つ まり、転用に際して は 、文部省の 承

認に代えて報告す る とい う事項の 大幅な拡大iii、10

年を経過 した学校施 設の 転用に お い て は 、補助金

の 返還は 原則として不要であ る とい う手続き改正を

実施 した。さらに厚生省とも連携し、 1998年３月に は

「余裕教室の 転用」とい う冊子を作成、都道府 県を

通じて 、全国の 市町村教育委員会へ 配布した。

2000年か ら導入予定の 公的介護保険制度に お

い て も、介護に 関す る サ ービス基盤整備の 基本 的

 ３．合築に 関する 省庁、自治体の 取組み
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考 え方で、保育所、学校等の 公共施 設の うち転用

可能なもの に つ い て は 、介護サ ービス提供施 設へ

の 転用促進 を図 ることを提起して い る 。

本節では、高齢者福祉施設と他の機能を持つ

施設の合築の三事例に着目し、現状と今後の課

題を整理する。

（１）特別養 護老人 ホーム「マイホームは る み」

（高齢者在宅サ ービス セ ンター、お よび 在宅介護

支援セ ンターを含む ）

(ｱ)所在地：東京都中央区晴海１丁目

(ｲ)敷地面積：5,040 ㎡

(ｳ)建物構造・規模：ＳＲＣ造地下１階、地上７階

(ｴ)複合施 設の 種類 と概要

図 表－ ２：施 設の 種類 と概要

図 表－ ３：マイホームは る みの 施 設構成

(ｵ)マ イホームは るみに 含まれ る機能

特別養 護老人 ホームの 定員80 名、高齢者在宅

サ ー ビスセ ンタ ー Ｂ、Ｅ型 、在宅介護支援 セ ン

タ ー

(ｶ)建設年月日：1992 年 7 月

(ｷ)建設の 経緯・ねらい

 マ イホー ムは る みは 中央区初の 特別養 護老人

ホームであ る 。高齢者数の 増加に 対し、か ねて よ

り区民か らホーム建設の 要望 が あ り、東京都が 策

定した「臨海部副都心開発計画」に 関連し、開発、

再整備地区と位置づ け た晴海地区に 用地を取

得し、まち づ くりとの 整合性を図 りなが ら、晴海１

丁目の 一定街区に 、特別養 護老人 ホームとその

他の 区施 設を集約的 に 配置す る こととした。うち、

特別養 護老人 ホーム、保育園、中学校に つ い て 、

用地を交換取得し、整備が 行わ れ た。区の 過 疎

化、核 家族化に 対応し、  地域に 開 か れ た世代

交流型 の 複合施 設として 、「子ども が 来や す く、

生活の に お い の す る まち の 中での 老後を」とい う

高齢者の 願い に 応える ととも に 、子ども達が 身近

に 高齢者を見、交流す る ことに よって 他人 を思い

や る 気持ちを持つ とい った教育面へ の 配慮を重

視して い る 。

(ｸ)合築の 効果など

①  建築に つ い て

 合築に より、中学校の グラウンドや 特別養 護老

人 ホームの 延べ 床面積（7,000 ㎡ 強）に 比較的

余裕を持たせ る ことが 出来た。また、建物の 横を

流れ る朝汐運河や 南側に 面した部分に 老人 ホー

ムの 居室を配置し、利用者に とって 快適な住空

間を演出して い る 。さらに 、共通に 利用出来るベ

ランダ を周囲に 設け 、火災が 起こった場合に は 、

特別養 護老人 ホーム、中学校の 安全な方向に 避

難出来るように して い る 。

 維持管理面では 、空調、水道、火災、補修等、

施 設管理を中央監視室で一本 化し、低層階に 高

齢者施 設を配置す る ことで、緊急 避難時の 安全

性を確保して い る 。

② 交流、地域との か か わ りに つ い て

 マ イホームは る みの オ ープンを機に 、周辺地域

でも福祉へ の 関心が 高まり、既に 中央区の 中学

校４校、小学校９校が ボランティア活動協力校の

４．合築の 事例
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指定を受け 、児童、学生に よる 清掃 、地元老人

会の 学校行事へ の 招待など、ボランティア活動を

実践して い る 。

本 施 設内に お い て も晴海中学校、晴海保育園、

隣接す る月島第三小学校との 交流が 行わ れ て い

る 。具体的 に は 入学式、雛祭りなどの 季節 行事、

運 動会、文化祭とい った学校、保育園行事に 老

人 ホームの 高齢者を招待す る一方、中学校の 新

１年生が マ イホーム晴海の 施 設長の 話を聞く、施

設見学をす る 、老人 ホームの 夏祭りの 手伝 い が

カ リキ ュラムに 組まれ る など、ボランティア体験、

福祉教育の 実践の 場として も活用され て い る 。

1997 年度の ボランティア活動は 延べ 1,440 名

で、食事介助、洗濯たたみ、話相手など 16 種類

の 活動に 学生や 地域住民が 参加して い る 。

（２）エ ス ・プラザ ビル

(ｱ)所在地：神奈 川県相模原市４丁目

(ｲ)敷地面積：2,589 ㎡

(ｳ)建物構造・規模：ＳＲＣ造地下２階、地上 13 階

(ｴ)複合施 設の 種類 と概要

図 表－ ４：施 設の 種類 と概要

図 表－ ５：エ ス ・プラザ の 施 設構成（断面図 ）

(ｵ)建設年月日：1998 年３月

(ｶ)建設の 経緯・ねらい

  本 施 設は 「赤ち ゃ んか らお 年寄りまでが 同一

建物内で生活し交流す る 多世代交流型 都市拠

点 の 創設」をコンセ プトに 住宅、社会福祉施 設、

商業施 設を配置した複合建築物として 計画され 、

行政と民間が 一体となって 開発され て い る 。

  本 地域は 市の 玄関であ るＪＲ相模原駅か ら 400

メートルの 商業・業務地域で、幹線道路に 接して

い る など、好条件に あ りなが ら、これ まで老朽化し

た低層建築物（製材 所、スイミングプール）が あ り、

市の 中心部に ふ さわ しい 土地の 高度利用が 行わ

れ て い なか った。

地権者は 当初、ホテルや ワンルームマンション

構想を持って い たが 、事業採算性や 今後の 高齢

化の 進 展を考 慮し、シニア住宅構想が 上が った。

住宅部分は (株)共立メンテナ ンスが 建物を一括

借り上げ・運 営を行い 、在宅サ ー ビスセ ンタ ー も

組み込まれ て い る 。相模原市で は 人 口増加に

よって 、保育園の 待機者数が 増加して い る ことも

あ って 、市か らの 要請もあ り、地権者が 社会福祉

法人 愛翁会を設立し、法人 が 在宅サ ービスセ ン

タ ー と保育園の 運 営も行うことに なった。

  総事業費は 39 億 5 千万円で、建物コンセ プト

を実現す る ため 、国、県、市の 補助金（ 10 億６千

万円）や 制度適用を受けて い るiv。
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(ｷ)合築の 効果など

① 建築に つ い て

施 設建築物は 完成後の 施 設運 営や 維持管理

の 観点 か ら、機能の 混在を避け る ため 、住宅と非

住宅に 大きく区分され て い る 。低層部分に は 非

住宅として 社会福祉施 設、商業施 設が 中高層部

に は 、ファミリー世帯向け と高齢者住宅が 配置さ

れ て い る 。プラザ ２階の 中央に は 広場が 設けられ 、

地域住民に 開放され て い る 。

子どもが 中央広場や 保育園の 屋上に あ る 園庭

で遊ぶ 姿が 、シ ニア住宅か らもみる ことが でき、

高齢者達か ら活気が あ る と好評を得て い る 。車寄

せ 、エ ントランス部分は 、在宅サ ービスセ ンタ ー と

保育園で共有化して い る た め 、高齢者が セ ン

タ ー に 到着す る 時間帯に 、園児が 散歩に 出か け

る の で、声をか えあ えるような機会が 生じて い る 。

また、事務所スペー ス、厨房 は 在宅サ ービスセ

ンタ ー と保育園で共有化、効率化し、食事は 高

齢者に 一品 加える などして 、ほ ぼ 同じメニューを

出して い る 。

② 交流、地域との か か わ りに つ い て

相模原駅と西門商店街の 間に 位置し、再開発

を契 機に 地元商店街の 活性化に もつ なげ たい と

の ねらい で、在宅サ ー ビスセ ンタ ー や 保育園で

使う食材 や 日用品 は 地元商店街か ら購入され て

い る 。開設当初は 意識的 な交流をめ ざし、在宅

サ ービスセ ンタ ー と保育園双方に 交流担当者を

置き、行事を組んでい たが 、高齢者は 午 前中に

入浴を終 え、午 後か ら活動が 活発に なる の に 対

し、保育園の ほ うは 午 睡の 時間となる など、生活

時間帯が 異なる ため 、現在では 自然な交流に 重

点を置い て い る 。

シ ニア住宅の 入居者は 自立度が 高く、介護が

必要な場合でも、ヘルパー等を外部か ら自己負

担で導入して お り、在宅サ ービスセ ンタ ー へ の 通

所は 皆無であ る 。自立度合い や 意識が 全くことな

る の で、双方の 交流は ほ とんどない 。隣接す る 特

定優良賃貸住宅の 入居時期と保育園の 募集時

期が 異なって い たた め 、住民が 保育園を使用し

て い る 例は ない が 、住民の 子育て クラブを、地域

育児セ ンタ ー（在宅サ ービスセ ンタ ー２階）に あ る

で月に １回程度開催す る など、保育園が 地域の

子育て支援に もか か わ って い る 。

高高高高齢齢齢齢者者者者とととと遊遊遊遊ぶぶぶぶ 保保保保育育育育園園園園児児児児（（（（エエエエ スススス ・・・・ププププララララザザザザ ビビビビルルルル））））

デ イサ ービスセ ンタ ー とエ ンゼ ル保育園で。

新年に は 初釜も行わ れ た。

（3）宇治市立小倉小学校

(ｱ)所在地：宇治市小倉西畑

(ｲ)延床面積：1,017 ㎡

(ｳ)建物構造・規模：ＳＲＣ造地上３階

(ｴ)複合施 設の 種類 と位置関係

 １階が デ イサ ービスセ ンタ ー B 型 、２階が 在宅介

護支援セ ンタ ー と自立度の 高い 高齢者の ため の

デ イホー ム、３階に 学校教育施 設として コン

ピュー タ 室、視聴覚室を新設した。高齢者施 設の

運 営は 社会福祉法人 に 委託して い る 。

図 表－ ６：施 設の 種類 と位置関係
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(ｵ)開設年月日：1995 年４月

(ｶ)建設の 経緯・ねらい

 宇治市 は 京都市の 南東部に 隣接し、京都、大

阪都市圏の ベッドタ ウンとして 人 口急 増し、市街

地の 過 密化が 極度に 進 んだ。児童・生徒数の 増

加に 対応し、新設校の 建設が 進 んだが 、小学校

は 昭和 57 年、中学校は 61 年をピー クに 児童・

生徒数が 減少して い る 。小倉小学校でも最大時

（昭和 55 年）に 37 学級、1,431 人 の 生徒数が い

たが 、 1994 年度で空き教室が ８室も生じ、生徒

数は ピー ク時の ５割程度に 落ち込んでい た。この

ような状況の 中で、 1993 年に 制度化され た地方

分権特例制度vの 指定を受け 、全国では じめ て の

空き教室の 有効活用と市民の ニー ズ の 高い 福祉

施 設の 整備を結び 付 け る こととしし、文部省に 対

し、余裕教室の 転用に か か る 申請手続きの 簡素

化と学校用地補助金の 返還免除を申請した。

  1993 年、地方分権制度の 適用市町村の 指定

に つ い て の 合意が なされ 、補助金の 返還免除に

つ い て は 申請どお りの 措置を講じる事は 困難とさ

れ たが 、老人 福祉施 設へ の 転 用に つ い て は 、非

営利目的 でない 事、転用の 結果、学校教育活動

に 支障が 生じない こととい う条件の もとに 特例措

置が 認め られ た。

(ｷ)合築の 効果など

① 建築に つ い て

  施 設は ３棟あ る 校舎の 最も古い 北校舎を改造

し、学校運 営に 支障が 生じない よう新たに ３階部

分は 南校舎と渡り廊下でつ なぐととも に 、老人 福

祉施 設専用玄関口を設置、２階まで エ レベー

タ ー を設置した。老人 福祉施 設を設置す る た め

の 整備事業費は １億 8,900 万円、学校教育施 設

の 充実をは か る ため の 整備事業費は ７千 100 万

円であ る が 、当時、京都府 で創設され た、「既存

施 設活用型デ イサ ービスセ ンタ ー等整備促進 事

業助成制度」の 補助対象の 第一号となって い る 。

事業効果として 、新たに 用地を購入す る場合と比

較して 5 億 8 千万円の 経費節 減に つ なが った。

② 交流、地域との か か わ りに つ い て

 日常的 な交流として は 、児童の 自主性に 任せ 、

小学校の 昼休みを利用し、児童が セ ンタ ー に 来

て 交流す る 形 をとって い る 。児童が 音楽の 授業

で習って い る歌や 器楽の 演奏を披露 したり、絵本

の 朗読、けんだま、お は じき、あ や とりなどの 昔遊

び を通して 自然な形 の 交流が 行わ れ る ほ か 、高

齢者に 戦争体験を聞く、高齢者が 囲碁クラブの

コー チ を行う、手紙交換など学校の 授業、行事を

通じて の 交流も行わ れ て い る 。

 小倉小学校は 今年で創立 125 年目を迎 える が 、

デ イホームに 通う高齢者に は 小倉小学校の 卒業

生も数人 お り、地域の なか で幼い 頃に 馴染んだ

施 設に 通って い る 。

  ここでは 、三事例を含む 合築事例の 視察、ヒア

リングを通じて 得られ た、合築の 評価と今後の 課

題に つ い て まとめ る こととす る 。

(1)行政側に とって

合築は その 目的 か らも、高齢者の 入所施 設、通

所施 設、保育施 設など、多機能を１ヶ所に集積す る

ことであ り、それ に よって土地の 集約化が図 られ 、土

地を個別に 手当す るよりもコストが 圧縮できる 。さら

に 、ファミリー世帯向け住宅と保育園、高齢者住宅

と在宅サ ービスセ ンタ ー など、機能の 組合せ に よっ

て は 、利用者の 便益向上に も資す ることが できる が 、

一方で、当初の 目的 に反して 、施 設間の 利用者相

互の 交流が は か れ なか ったり、施 設利用、運営上

の 弊害が生じる場合もあ る など、合築が形骸化す る

懸念もあ る 。

特に余裕教室の 活用を行う際に は 、学校が本 来

は 児童・生徒の 学習施 設であ り、設計上は 、その 他

目的 で使用す る ことが 想定され て い なか ったため 、

サ ービス用車両の 駐車スペー スの 問題、避難路の

確保vi、消防法 viiの 問題など、新たなコスト負担が生

じて くる恐れ が あ る 。また、 65㎡ 程度の 面積を持つ

５．合築の 評価と今後の 課題に つ い て
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教室の 大きさが 、転用施 設の 自由なレイアウトに 支

障をきたす こともあ りうる 。

今後の 合築、余裕教室の 活用に お い て は 、自治

体の 人 口構成の 将来推計等によって 、活用できる

資源の 現状把握を行うこと、合築の 機能面に つ い

て 慎重な検討を行うこと、施 設利用や 建築上の 問

題点を明らか に し、各機能の 利用上、困難が生じな

い ような措置を講じて い くことが 重要であ る 。さらに 、

公共施 設を建築す る際に は 、将来的 な転用をに ら

んだ設計を考慮して お くことが 望ましい 。

(2)事業者側に とって

  今回の 三事例では 、建物の 所有は (1)特別養 護

老人 ホーム「マイホームは るみ」と (3)小倉小学校が

自治体、(2)エ スプラザ ビルは 民間であ るが 、い ず れ

も高齢者サ ービス、保育園などを、社会福祉法人 が

行政か ら業務委託され て い る 。少子化による子ども

数の 変化に よって 、単一事業で収益を上げる事が

困難に なって い る社会福祉法人 に とって 、複合機

能を持つ 事により収益性の 向上が期待できる。また、

事務室や 厨房 などを複数の 機能で兼用す る ことに

より、省力化、省スペース化が は か れ る 。

しか し、高齢者サ ービスは 高齢者福祉課、保育

サ ービスは 児童福祉課や 保育課とい う具合に 、行

政窓口が 縦割りで別れ る場合が 多く、計画段 階や

補助金の 使途、監査に縦割りの 弊害が生じる ことも

あ る ため 、自治体との 綿密な調整が重要に なる。

今後、公的介護保険制度が 導入され る と、措置

か ら自由契約へ の 流れ が 起こり、社会福祉法人 に

も木目細や か なサ ービスとコスト面で、競争原理が

働くように なる 。その ため 、所有す る土地を活か し、

どの ようなサ ービスで付加価値 を高め られ る か が 課

題に なろ う。

(3)利用者側・住民に とって

合築や 余裕教室の 活用事例では 、交通の 便が

良い 土地に建物を集約化す るため 、施 設の 利用者、

ボランティア参加者に とって利便性が 向上し、住み

慣れ た地域で、家族や 地域の 人 との 交流をは か る

とい うノーマライゼ ー ションが 実現できる 。取材 をし

た施 設でも、子どもと高齢者との 交流が 頻繁に見ら

れ 、施 設に通所して くる高齢者の なか に は 、折り紙

や 、囲碁を子どもに 教える ことが 生きが い に なって

い る とい う意見を施 設職員か ら聞くことが できた。

本 レポートでは 紹介をしなか ったが 、保育園と高

齢者福祉施設の 合築事例で、施 設職員の 子どもを、

施 設内の 保育園に預けて お り、子育て世代の 就労

と保育の 両立の 一助となって い る事例もあ った。

また、合築や 余裕教室の 活用を行う際に は 、利

用者層や 周辺地域の 交通量の 変化、騒音、ゴ ミな

ど、新たな問題が 生じて くる ため 、地域住民の 理解

が必要となる。

わ が 国の 合築事例は 、バブル期以降、今日まで

さまざまなもの が 建設され て い る 。が 、その 建築的

評価や 、世代間交流など実証的研究に つ い て は こ

れ までほ とんどなされ て い ない 。

今後の 低成長社会や ノーマライゼ ー ションの より

一層の 浸透を考 慮す る と、地域の 既存資源に着目

す る 、誰もが 利用しや す い 施 設をつ くる とい う意味

で合築の 意義 は 大きい と考 えられ る 。  今後、より一

層の 議論 が行わ れ 、身近 な地域で「ゆ りか ごか ら車

椅子まで」が 実現す ることを期待したい 。

                            
i 日経産業消費研究所の 調査（1995年12月、 47都
道府県と 12政令市を対象）で は 、余裕教室の 学校
施設以外へ の 転用実績は 、全国の 小学校で 679室、
中学校で 321室で あ る 。
ii 余裕教室は 文部省の 定義に よる と普通教室の うち 、
将来とも 恒久的に 余裕とな る ことが 見込まれ る 教室。
iii 承認に 代え て報告とす る 事項の 大幅な拡大に つ
い て は 、平成９年度が （廃校の 場合）保育所、児童

養護施設、特別養護老人ホーム、身体障害者デイ サ ー

ビス セ ンタ ー、身体障害者療護施設、精神薄弱者更生

施設、公害防止施設、防災施設、医療施設試験研究

施設、研修施設、庁舎、（余裕教室の 場合）保育所、

身体障害者デイ サ ービス セ ンタ ー

お わ りに
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iv 補助、適用制度一覧
補助事業の 名称 所管 備考

優良建築物等整備事業補助 建設省 補助事業

社会福祉施設等整備費補助

（保育所）

厚生省 補助事業

社会福祉施設等整備費補助

（ﾃ゙ｲｻー ﾋ゙ｽ）

厚生省 補助事業

シ ニア住宅制度 建設省 制度適用

特定優良賃貸住宅制度 建設省 制度適用

v 平成4年１２月に 閣議決定、平成５年４月に 制度
化。地方公共団体が 実施す る 地域づ くりに 関して 、

現行の 法律の 範囲内で 国が 持つ 許認可等の 権限の 特

例措置を試行的に 講じ、そ の 実施結果を踏まえ て一

般制度へ の 移行を検討しようとす る も の 。
vi 建築基準法で は 福祉施設を設置す る 場合に は 、福
祉施設と学校施設の 間に 独立した区画を設け な け れ

ば な らな い 。二方向避難を確保す る とい う基準に 適

合させ る た め に は 、廊下を区切る と避難階段を双方

に １ヶ所ず つ 設置す る 必要が 生じる 。
vii 誘導等、誘導標識は 、高齢者福祉施設は す べ て
の 階に 設置しな くて は な らな い が 、学校は 地階、

無窓階お よび 11階以上の 階が あ る 場合に そ の 階へ
の 設置が 義務づ け られ て い る 。高齢者施設と学校施

設が 合わ さる と、す べ て の 階へ の 設置が 義務づ け

られ る 。
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